
【購入・入手経路 （複数回答））】

出典：米穀安定供給確保支援機構「米の消費動向調査結果」
（注）平成25～令和元年度は各年4月から翌年3月までの平均値である。

米の消費動向 ②（精米購入時の動向）
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単位：％
令和2年

4月 5月 6月
デパート 0.7 1.2 1.8 1.5 1.4 1.4 1.0 0.5 1.3 0.9
スーパーマーケット 47.4 48.7 48.1 49.7 49.4 52.7 50.1 52.5 51.0 48.8
ドラッグストア 3.8 4.1 3.7 3.7 4.3 4.8 5.9 5.2 5.5 6.6
ディスカウントストア 2.8 2.4 2.5 2.8 3.1 2.8 3.2 4.1 4.4 5.3
コンビニエンスストア 0.3 0.2 0.2 0.5 0.3 0.2 0.2 0.1 0.3 0.0
生協(店舗・共同購入含む) 7.1 8.2 7.8 8.1 6.9 6.5 5.9 6.3 6.8 5.9
農協(店舗・共同購入含む) 1.6 1.5 1.0 1.5 1.6 1.2 1.3 1.5 1.0 1.2
米穀専門店 3.8 3.5 3.7 2.7 2.8 2.7 2.4 2.4 2.7 2.3
産地直売所 1.8 2.0 1.5 1.8 2.0 2.2 1.0 0.9 1.0 1.4
生産者から直接購入 6.8 6.7 5.2 6.2 7.1 6.0 5.9 4.3 4.4 5.0
インターネットショップ 10.0 8.7 9.7 9.6 10.0 9.8 8.1 10.0 10.3 9.5
家族・知人などから無償で入手 20.8 19.5 20.3 17.2 16.2 14.8 17.8 13.3 13.5 14.0
その他 1.6 2.6 2.6 3.2 2.5 2.3 3.4 5.2 4.4 3.8

30年度
令和

元年度
平成

25年度 26年度 27年度 28年度 29年度



【家庭内の月末在庫数量】

出典：米穀安定供給確保支援機構「米の消費動向調査結果」
(注1)デパート、スーパーマーケット、生協は、実店舗の購入単価であり、インターネットを利用した購入は含まない。
(注2)購入単価は消費税を除く本体価格である。
(注3)表中の※付きの単価は、当該経路での購入割合が有効調査世帯数の１％未満に満たないため参考値とする。

出典：米穀安定供給確保支援機構「米の消費動向調査結果」
(注1)地域ごとの世帯人員構成比が平成26～28年度はH22国勢調査、平成29～令和元年度はH27国勢調査「世帯人員構成比」に沿うようウェイト

バック集計を実施した上で集計した。
(注2)平均世帯人員は、各月の有効調査世帯の平均人員数である。

【精米購入経路別の購入単価（複数回答）】

（kg/世帯、％）

（円/kg）

米の消費動向 ③（精米購入経路別の購入単価、家庭内の月末在庫数量）
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４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 １０月 １１月 １２月 １月 ２月 ３月 平均 前年比

月末在庫数量 6.8 6.8 6.5 6.3 6.5 6.8 7.3 7.5 7.8 7.1 6.8 6.6 6.9 3.0

平均世帯人員 2.41 2.41 2.41 2.41 2.41 2.41 2.41 2.41 2.41 2.41 2.41 2.41 2.41 -

月末在庫数量 6.0 6.2 6.2 6.3 6.4 6.6 6.9 7.1 7.3 7.1 6.8 6.6 6.6 ▲4.3

平均世帯人員 2.40 2.40 2.40 2.40 2.40 2.40 2.41 2.41 2.40 2.41 2.41 2.41 2.40 -

月末在庫数量 6.5 6.4 6.2 6.2 6.2 6.2 6.7 7.0 7.7 7.5 6.7 6.6 6.7 1.5

平均世帯人員 2.41 2.41 2.41 2.41 2.41 2.41 2.41 2.41 2.41 2.41 2.41 2.41 2.41 -

月末在庫数量 6.1 6.2 5.9 6.0 6.0 6.1 6.7 6.8 7.0 6.9 6.4 6.4 6.4 ▲4.5

平均世帯人員 2.33 2.32 2.33 2.33 2.32 2.33 2.32 2.32 2.32 2.32 2.32 2.32 2.32 -

月末在庫数量 6.4 6.3 6.0 5.8 6.1 6.5 6.6 6.9 7.2 6.6 6.4 6.4 6.4 0.0

平均世帯人員 2.32 2.32 2.32 2.33 2.33 2.33 2.32 2.33 2.32 2.32 2.32 2.32 2.32 -

月末在庫数量 6.0 6.2 5.9 5.7 6.0 6.2 6.2 6.5 6.6 6.3 6.3 6.5 6.2 ▲3.1

平均世帯人員 2.33 2.33 2.33 2.33 2.33 2.33 2.32 2.32 2.32 2.32 2.32 2.32 2.33 -

月末在庫数量 7.1 6.5 6.6 6.7 8.1

平均世帯人員 2.33 2.33 2.33 2.33 -

28年度

29年度

30年度

2年度

平成

26年度

27年度

令和

元年度
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令和元年度 618 399 355 323 ※545 424 477 473 434 373 494 -

令和２年4月 ※422 383 409 387 ※506 445 385 456 ※427 387 514 2,321

5月 521 413 360 341 ※489 448 370 431 376 346 485 2,164

6月 ※473 398 353 364 ※1500 475 420 447 401 353 494 2,049



24

（１)過去３ヶ月前（令和2年3月）と比較した令和2年6月の動き

（２）令和2年6月から３ヶ月後（令和2年9月頃）の見通し

（参考）前回調査 令和元年10月と比較した令和2年1月の動き

＊1. 赤字は、最頻値及びＤＩ値。

2.

○ 調査期間 令和2年6月22日（月）～令和2年7月10日（金）

ＤＩ（diffusion index）の算出方法：内閣府で発表している「景気ウォッチャー
調査」方式を採用した。具体的には、5つの回答選択肢に均等に0～1の評価点
を与え、各回答の構成比に対応するそれぞれの評価点を乗じ、それらの合計
を指数（％ポイント）としてＤＩ値を算出。それが50の場合は横ばい（現状維持）
を示す。0に近づくほど販売が低迷傾向にあることを示し、逆に100に近づくほど
販売が好調傾向であることを示す。

［調査の概要]

全国米穀販売事業共済協同組合が、米穀の販売・需要動向を多角的に把握することを目的として、同組合会員企業を対象に実施。
四半期ごとに継続的に調査。

○ アンケート回答数 45組合員

（算出例） 良くなる やや良くなる 変わらない やや悪くなる 悪くなる

評 価 点 A 1 0.75 0.5 0.25 0

結 果（構成比） B 17.8 20.0 20.0 22.2 20.0 

各DI値 C＝A×B 17.8 15 10 5.6 0

D  I  値 （合 計） 48.4→米販売の動きはほんの少し低迷傾向

１．現在（令和2年6月）の米販売量（前年同月との比較） ２．米販売の動き：過去３ヶ月前との比較 / ３ヶ月後の見通し

合計
良くなって

いる
やや良く

なっている
変わらない

やや悪く
なっている

悪くなって
いる DI値

100.0% 8.9% 8.9% 0% 35.6% 46.7% 24.4

合計 増えた
やや

増えた
変わらない

やや
減った

減った

100.0% 8.9% 15.6% 13.3% 26.7% 35.6%

合計 増えた
やや

増えた
変わらない

やや
減った

減った

100.0% 18.5% 18..5% 22.2% 25.9% 14.8%

100.0% 16.7% 19.0% 28.6% 21.4% 14.3%

100.0% 4.9% 0.0% 24.4% 34.1% 36.6%

100.0% 6.3% 21.9% 25.0% 9.4% 37.5%

合計 増えた
やや

増えた
変わらない

やや
減った

減った

100.0% 4.9% 7.3% 0.0% 24.4% 63.4%

100.0% 0.0% 4.7% 27.9% 25.6% 41.9%

100.0% 0.0% 2.4% 40.5% 33.3% 23.8%

（外食産業向け）

外食向け

中食向け

給食向け

集計結果

大手スーパー

中小スーパー

その他

（小売店向け）

＜仕向先別＞

米穀専門店

合計
良くなって

いる
やや良く

なっている
変わらない

やや悪く
なっている

悪くなって
いる DI値

100.0% 0.0% 28.9% 28.9% 26.7% 15.6% 42.8

（参考）前回調査 令和2年1月から３ヶ月後（令和2年4月頃）の見通し

100.0% 1.7% 13.3% 16.7% 31.7% 36.7% 27.9

100.0% 0.0% 35.0% 43.3% 20.0% 1.7% 52.9

主食用米の販売動向（米穀卸売業界調査）
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北海道ななつぼし, 1,968 

青森まっしぐら, 1,780 

宮城ひとめぼれ, 1,964 

秋田あきたこまち, 2,037 

山形はえぬき, 1,989 

茨城コシヒカリ, 1,958 

新潟コシヒカリ一般, 2,254 

平均価格,2,070 

1,700 

1,900 

2,100 

2,300 

6月
元年

7月 8月 9月 10月 11月 12月 １月
２年

2月 3月 4月 5月 6月

資料：(株)KSP-SPが提供するＰＯＳデータに基づいて農林水産省が作成
(注1)（株）KSP-SPが提供するＰＯＳデータは、全国約1,031店舗のスーパー、生協等から購入したデータに基づくものである。
(注2) POSデータは、データ提供企業から遅れて報告されるものもあるため、 時点によって集計結果に若干のずれが生じることがあり、今後、修正されることもある。
(注3) POSデータの提供店舗数は、変動があることに留意が必要である。
(注4) 全POS取引平均価格は、POSデータで把握できる 全ての精米の販売について５kg袋販売時に換算した上で加重平均を行った価格である。
(注5) 価格に含む消費税は8%である。

円/5kg袋販売時換算(税込) 円/5kg袋販売時換算(税込)

小売価格の推移（POSデータ）

北海道
ななつぼし

青森
まっしぐら

宮城
ひとめぼれ

秋田
あきたこまち

山形
はえぬき

茨城
コシヒカリ

新潟
コシヒカリ一般

全POS取引
平均価格

6月 2,019 1,771 1,884 1,959 1,921 1,899 2,213 2,006
7月 1,955 1,818 1,904 1,935 1,927 1,883 2,219 2,007
8月 1,956 1,765 1,918 1,955 1,905 1,894 2,239 2,010
9月 1,906 1,783 1,921 1,981 1,980 1,892 2,258 2,014

10月 1,963 1,835 1,954 1,987 1,754 1,897 2,202 2,031
11月 1,968 1,825 1,956 2,002 1,942 1,965 2,201 2,039
12月 1,998 1,824 1,971 2,003 1,917 1,979 2,220 2,079
1月 1,995 1,852 1,944 1,986 1,910 1,952 2,226 2,054
2月 2,009 1,785 1,960 2,031 1,943 1,973 2,222 2,065
3月 2,025 1,819 1,959 2,057 2,002 1,961 2,250 2,080
4月 2,038 1,834 1,952 2,048 1,942 1,955 2,259 2,082
5月 2,051 1,866 1,949 2,031 1,973 1,997 2,236 2,078
6月 1,968 1,780 1,964 2,037 1,989 1,958 2,254 2,070

▲ 4.1% ▲ 4.6% + 0.8% + 0.3% + 0.8% ▲ 2.0% + 0.8% ▲ 0.4%
▲ 2.5% + 0.5% + 4.2% + 4.0% + 3.5% + 3.1% + 1.9% + 3.2%

令和２年

令和元年

前 月 比
前 年 同 月 比

25
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小売段階での販売価格の推移（ＰＯＳデータ）

26

資料：（株）KSP-SPが提供するPOSでエータに基づいて農林水産省が作成
注１：（株）KPS-SPが提供するPOSデータは、全国約1,030店舗のスーパー、生協等から購入したデータに基づくものである。
注２：POSデータは、データ提供企業から遅れて報告されるものもあるため、時点によって集計結果に若干のずれが生じることがあり、今後、修正されることもある。
注３：POSデータの提供店舗数は、変動があることに留意が必要である。
注４：全POS取引平均価格は、POSデータで把握できる全ての精米の販売について5kg袋販売時に換算した上で加重平均を行った価格である。
注５：価格は税抜き後の価格である。

1,892
1,902

1,893

1,917

1,909

1,892

1,9481,945

1,901

1,890

1,955

1,946

1,939

1,928

1,938

1,926

1,935

1,926

1,917

1,917

1,912

1,916

1,906

1,917

1,800

1,850

1,900

1,950

2,000

1
月

2
月

3
月

4
月

5
月

6
月

7
月

8
月

平成31年 令和2年

2/24～3/1

2年1/6～1/12

7/20～7/26

3/23～3/29
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○ 茶わん１杯のごはんを炊く前のお米（精米）の重さは ６５g くらいです。 ５㎏の精米は約

７７杯になりますので、 2,070円（小売価格の平均）のお米を買ってごはんを炊いた場合、

１杯当たりのお米の値段は 約２７円 となります。

○ ご飯は経済的な食べ物

＝ ＝

ミネラルウォーター（２ﾘｯﾄﾙ）99円 缶コーヒー 130円

出展：ミネラルウォーターは、総務省「小売物価統計調査（主要品目の東京都区部小売価格）2019年度平均価格）
缶コーヒーは、街中の自動販売機等で販売されている一般的な価格

お茶碗約５杯お茶碗約３杯

※

コーヒー

※ 茶わん１杯のごはんは、精米65ｇ使用、５㎏当たり2,070円（ＰＯＳデータによるコメの平均小売価格（令和２年６月））で算出。

（参考） 茶わん１杯のお米の値段

27
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上段（農家数） ： 千戸
下段（割合） ： ％

平成22、27年は、「農林業センサス」、その他の年は、「農業構造動態調査」の調査結果に基づくもの。

（農林業センサスは全数調査であるが、農業構造動態調査は標本調査である。）

ラウンドの関係で計と内訳の合計が一致しない場合がある。

注：

○ 都道府県全体では、一貫して農家数は減少（平成18年 1,369千戸→31年 761千戸）。
○ 北海道では10ha以上作付している農家が1/3を占め、全体に占める割合も倍増（平成18年 16.7%→31年 33.3%）。都府県では1ha

未満農家数が2/3を占めるものの、5ha以上作付している農家の数・割合が増加しており（平成18年 21千戸（1.6%）→31年 33千戸
（4.4%））、大規模農家の割合は増加傾向にある。

計 3㏊未満 3㏊～5㏊ 5㏊～10㏊ 10㏊以上 計 1㏊未満 1㏊～2㏊ 2㏊～3㏊ 3㏊～5㏊ 5㏊以上

18 4 4 6 3 1,351 987 250 59 34 21

(100.0) (22.2) (22.2) (33.3) (16.7) (100.0) (73.1) (18.5) (4.4) (2.5) (1.6)

18 4 4 6 4 1,308 943 246 60 37 22

(100.0) (22.2) (22.2) (33.3) (22.2) (100.0) (72.1) (18.8) (4.6) (2.8) (1.7)

17 4 4 5 4 1,259 904 231 63 37 24

(100.0) (23.5) (23.5) (29.4) (23.5) (100.0) (71.8) (18.3) (5.0) (2.9) (1.9)

17 3 4 5 4 1,225 880 226 59 35 24

(100.0) (17.6) (23.5) (29.4) (23.5) (100.0) (71.8) (18.4) (4.8) (2.9) (2.0)

16 4 3 5 4 1,144 843 190 54 35 22

(100.0) (25.0) (18.8) (31.3) (25.0) (100.0) (73.7) (16.6) (4.7) (3.1) (1.9)

17 5 3 5 4 1,141 827 194 53 37 29

(100.0) (29.4) (17.6) (29.4) (23.5) (100.0) (72.5) (17.0) (4.6) (3.2) (2.5)

15 4 3 5 4 1,042 763 174 48 33 24

(100.0) (26.7) (20.0) (33.3) (26.7) (100.0) (73.2) (16.7) (4.6) (3.2) (2.3)

14 3 3 4 3 1,013 732 171 50 34 26

(100.0) (20.0) (20.0) (26.7) (20.0) (100.0) (72.3) (16.9) (4.9) (3.4) (2.6)

14 3 3 4 4 982 702 170 50 33 27

(100.0) (20.0) (20.0) (26.7) (26.7) (100.0) (69.3) (16.8) (4.9) (3.3) (2.7)

13 3 2 4 4 939 660 159 50 36 35

(100.0) (23.1) (15.6) (31.4) (29.9) (100.0) (70.3) (16.9) (5.3) (3.8) (3.7)

12 3 2 4 4 859 593 153 50 33 30

(100.0) (25.0) (17.5) (29.2) (35.0) (100.0) (69.0) (17.8) (5.8) (3.8) (3.5)

12 3 2 4 4 805 551 143 47 33 31

(100.0) (23.3) (17.5) (33.3) (33.3) (100.0) (68.4) (17.8) (5.8) (4.1) (3.9)

13 3 2 4 4 777 527 140 45 33 32

(100.0) (23.4) (16.4) (27.3) (32.8) (100.0) (67.8) (18.0) (5.8) (4.2) (4.1)

12 3 2 4 4 749 503 137 44 33 33

(100.0) (22.5) (15.0) (29.2) (33.3) (100.0) (67.1) (18.2) (5.8) (4.4) (4.4)

都府県

平成18年

平成19年

平成28年

平成26年

平成27年

平成20年

平成21年

平成22年

平成23年

平成24年

平成25年

平成31年

平成29年

平成30年

北海道

販売目的で作付けした水稲の作付面積規模別農家数（平成18～31年）

28



29

一経営体
当たり

作付面積

出典：平成30年産農産物生産費（確報）

1.7ha 0.4ha   0.7ha    1.4ha 2.4ha    3.9ha 6.7ha 12.1ha 17.3ha 22.9ha 36.9ha

米の作付規模別60kg当たり生産費（平成30年産）

9,836 

14,788 
13,645 

10,549 
8,622 9,172 8,616 8,177 7,967 7,778 

8,699 

3,839 

8,103

5,869 

4,509

4,023 3,223
2,862

2,585 2,446 2,167
1,267

15,352 

25,489

21,823 

17,043

14,535
13,934

12,809
11,811 11,484 11,242 10,970

0

5,000

10,000

15,000

20,000

25,000

平均 0.5ha未満 0.5～1.0ha 1.0～2.0ha 2.0～3.0ha 3.0～5.0ha 5.0～10.0ha 10.0～15.0ha15.0～20.0ha20.0～30.0ha 30.0ha以上

自己資本利子及び自作地地代

家族労働費

自己資本利子・自作地地代、家族労働費を除く生産費

（円/60kg）

29



30

注１：田本地面積、水稲作付面積、麦、大豆、そばは「耕地及び作付面積統計」
注２：主食用米は「作物統計」
注３：加工用米、米粉用米、飼料用米、WCS用稲、備蓄米、輸出用米等は「新規需要米の用途別取組状況」
注４：飼料作物、なたねは「水田活用の直接支払交付金支払実績」
注５：ラウンドの関係で合計が一致しない場合がある

対象作物 作付面積（万ha）

水稲作付面積 158.4

主食用米 137.9

加工用米 4.7

米粉用米 0.5

飼料用米 7.3

WCS用稲 4.2

備蓄米 3.3

輸出用米等 0.4

麦 17.2

大豆 11.6

飼料作物（飼料用米・WCS用稲を除く） 10.3

そば・なたね 3.9

その他（野菜、不作付地等） 39.0

作物別作付面積（二毛作※含む延べ面積）

※水田活用の直接支払交付金
の支援対象面積

田本地面積 226.1

水田の利用状況（令和元年度）
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主食用米：138万ha

○ 平成20年以降、主食用米の需要減少分は、飼料用米等の拡大で対応されている。こうした取組を進めることで、水田がフルに活用さ
れ、生産者等の主体的経営判断による需要に応じた米生産の推進が期待される。

※ 水稲、麦、大豆：「耕地及び作付面積統計」、主食用米：「作物統計」、加工用米、飼料用米等：「新規需要米の取組計画認定状況」、備蓄米：穀物課調べ

麦：17万ha

〔25年産〕 水稲作付面積：165万ha 加工用米：3.8万ha

主食用米：153万ha

加工用米：2.8万ha

主食用米：158万ha

加工用米：4.7万ha
飼料用米等：12.5万ha（8.0万ha）

〔23年産〕 水稲作付面積：163万ha

加工用米：3.9万ha

飼料用米等：6.6万ha（3.4万ha）

備蓄米：1.2万ha
〔24年産〕 水稲作付面積：164万ha

主食用米：152万ha

加工用米：3.3万ha
飼料用米等：6.8万ha（3.5万ha）

備蓄米：1.5万ha

〔26年産〕 水稲作付面積：164万ha

主食用米：147万ha

加工用米：4.9万ha
飼料用米等：7.1万ha（3.4万ha）

備蓄米：4.5万ha

〔27年産〕 水稲作付面積：162万ha

主食用米：141万ha
備蓄米：4.5万ha

主食用米：152万ha
飼料用米等：5.4万ha（2.2万ha）

備蓄米：3.3万ha

大豆：12万ha

〔28年産〕 水稲作付面積：161万ha

主食用米：138万ha
備蓄米：4.0万ha

飼料用米等：13.9万ha（9.1万ha）
加工用米：5.1万ha

〔22年産〕 水稲作付面積：166万ha

飼料用米等：3.7万ha（1.5万ha）

〔21年産〕 水稲作付面積：164万ha

主食用米：159万ha 飼料用米等：1.8万ha（0.4万ha）

〔平成20年産〕 水稲作付面積：164万ha

主食用米：160万ha 飼料用米等：1.2万ha（0.1万ha）

加工用米：2.6万ha

大豆：12万ha 麦：17万ha

大豆：11万ha

大豆：11万ha

大豆：11万ha

大豆：12万ha

大豆：12万ha

大豆：12万ha

大豆：13万ha

麦：17万ha

麦：17万ha

麦：17万ha

麦：17万ha

麦：17万ha

麦：17万ha

麦：17万ha

麦：17万ha

加工用米：2.7万ha

〔29年産〕 水稲作付面積：160万ha

主食用米：137万ha
備蓄米：3.5万ha

飼料用米等：14.3万ha（9.2万ha）
加工用米：5.2万ha

大豆：12万ha

麦：17万ha

〔30年産〕 水稲作付面積：159万ha

主食用米：139万ha 備蓄米：2.2万ha

飼料用米等：13.1万ha（8.0万ha）
加工用米：5.1万ha

大豆：12万ha

※ 、（）は飼料用米のみの面積

〔令和元年産〕 水稲作付面積：158万ha 加工用米：4.7万ha
飼料用米等：12.4万ha（7.3万ha）

備蓄米：3.3万ha
麦：17万ha大豆：12万ha

水田の利用状況の推移
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政府備蓄米の現在の在庫状況

○ 政府米の備蓄については、適正備蓄水準を100万トン程度として運用（10年に1度の不作（作況92）や、通常程度の不作（作
況94）が２年連続した事態にも国産米をもって対処し得る水準）。

○ 備蓄運営については、政府による買入・売渡が市場へ与える影響を避けるため、通常は主食用途に備蓄米の販売を行わ
ない棚上備蓄を実施（備蓄米を供給するのは、大不作などの場合のみ）。

○ 基本的な運用としては、適正備蓄水準100万トン程度を前提とし、毎年播種前に21万トン（※）程度買入れ、通常は５年持越
米となった段階で、飼料用等として販売。

基本的な政府備蓄米の運用

※ 基本的な買入数量については、従来、毎年20万トン程度としてきたが、「環太平洋パートナーシップに関する包括的及び先進的な協定」が平成30年12月30日に発効と
なったことから、今後は「総合的なＴＰＰ等関連政策大綱」に基づき、豪州に対する国別枠の輸入量に相当する量を加えた21万トン程度となる。

政府備蓄米の運営について

100
【現在の備蓄状況】

在庫量： 91万トン　

50

12万トン　平成30年産　

平成27年産　 19万トン　

平成28年産　 22.5万トン　

平成29年産　 19万トン　

0
令和２年６月末

令和元年産　 18万トン　

平成29年産 19万トン

【最近の買入数量】

平成27年産 25万トン

平成28年産 22.5万トン

平成30年産 12万トン

令和元年産 18万トン

令和２年産 21万トン（予定）

 注：ラウンドの関係で在庫量と内訳が一致しない場合がある。

原則21万トン程度 × ５年間程度 → 100万トン程度

21万トン 播種前契約による買入

１年持越米

２年持越米

３年持越米

４年持越米

５年持越米 飼料用等として販売
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○ 平成24年度から、政府が買い入れる備蓄米の一部を活用して精米
（無洗米）形態での備蓄を実施

・ 備蓄量 ： 500トン（東日本大震災発生～4月20日までの被災地向け精米供給
量に相当）

・ 実施主体 ： 政府所有米穀の販売等業務の委託を受けた民間団体等

○ 備蓄後一定期間を経過した精米については、非主食として販売
(大規模災害が発生した場合は、本来の目的どおりに被災地等に供給)

≪課題≫

≪背景≫
・東日本大震災発生後に、被災地から応急食料としての精米の供給要請
・大消費地である首都圏において一時的に米の品薄状態が発生

・大規模災害への備えとして、一定量の精米のストックが必要
・大規模災害発生直後に大都市圏で発生が想定される需要増加・精米
供給能力の低下に対応する体制の確保が必要

具体的なスケジュール（予定）

≪具体的な実施スキーム ≫

精米備蓄事業
食味等分析試験及び販売実証の結果概要

≪対応実績≫

・平成28年４月の「熊本地震」発生を受け、27年産約86トンを供給

(備蓄用精米の切り替えの時期はイメージであり、今後変更となる可能性がある。)

東日本大震災を踏まえての災害時に対応した備蓄

令和２年６月現在

販売開始 備蓄期間 提示数量（ｔ） 申込数量（ｔ） 落札数量（ｔ） 販売期間

H25年 3月 2ヶ月 102 1,900 102 1ヶ月
H25年 5月 4ヶ月 99 585 99 1ヶ月
H25年 7月 6ヶ月 102 345 102 1ヶ月

8ヶ月 100 202 100 4ヶ月
10ヶ月 101 203 101 4ヶ月
12ヶ月 202 405 202 4ヶ月

H26年 3月 8ヶ月 100 350 100 2ヶ月
H26年 9月 8ヶ月 252 12ヶ月

13ヶ月 159 7ヶ月
11ヶ月 101 354 101 7ヶ月

H27年 5月 8ヶ月 258 1,129 258 4ヶ月
H27年10月 8ヶ月 256 1,786 256 10ヶ月
H28年 2月 9ヶ月 256 1,470 256 5ヶ月
H28年 8月 10ヶ月 255 576 255 1ヶ月
H29年 3月 12ヶ月 170 951 170 1ヶ月
H29年 5月 12ヶ月 258 1,392 258 2ヶ月
H29年 8月 12ヶ月 87 151 87 5ヶ月
H30年 2月 12ヶ月 254 584 254 1ヶ月
H30年 5月 12ヶ月 257 533 257 1ヶ月
H31年 2月 12ヶ月 256 570 232 17ヶ月
R元年 8月 15ヶ月 260 780 260 10ヶ月
R２年  2月 12ヶ月 257 467 13 5ヶ月

○　販売（非主食用への販売）の概要

H26年 1月

1,971 411
H27年 2月

⇒販売時期の需給・価格によって、応札意欲や応札価格が影響されている。

平成31年 令和元年 令和２年 令和３年
3月 5月 7月 9月 11月 1月 3月 5月 7月 9月 11月 1月 3月 5月 7月 9月

常時500
精米トン
を備蓄

平成30年産 約250トン

令和２年産 約250トン令和元年産 約250トン

非主食用に販売

平成29年産 約250トン

平成30年産 約250トン

令和２年産

約250トン
令和元年産 約250トン
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